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令和７年５月16日（金曜日） 

───────────────────── 

   午前10時０分開会 

──────────────── 

会議に付した案件   

○概要説明 

 総合政策部 

 １．本県の外国人材受入れ状況 

 ２．庁内の役割分担及び関連事業の概要 

 ３．外国人材定着動向調査 

○協議事項 

 １．委員会の調査事項について 

 ２．調査活動方針・計画について 

 ３．県内調査について 

 ４．県外調査について 

 ５．次回委員会について 

 ６．その他 

──────────────── 

出 席 委 員（10人） 

  委 員 長   本 田 利 弘 

  副 委 員 長   山 内 いっとく 

  委      員   山 下 博 三 

  委      員   二 見 康 之 

  委      員   齊 藤 了 介 

  委      員   黒 岩 保 雄 

  委      員   渡 辺 正 剛 

  委      員   今 村 光 雄 

  委      員   永 山 敏 郎 

  委      員   前屋敷 恵 美 

欠 席 委 員（なし） 

委員外委員（なし） 

──────────────── 

説明のため出席した者 

 総合政策部 

  総 合 政 策 部 長   川 北 正 文 

  総合政策部次長 
             佐 野 晃 浩 
  （政策推進担当） 

  総合政策部次長 
             長 友 修 一 
  （県民生活担当） 

  総 合 政 策 課 長   中 村 智 洋 

  産 業 政 策 課 長   川 﨑 智 子 

 商工観光労働部 

  雇用労働政策課長   湯 浅   聡 

──────────────── 

事務局職員出席者 

  政策調査課主任主事   唐 﨑 吉 彦 

  政 策 調 査 課 主 幹   野 中 啓 史 

───────────────────── 

○本田委員長 それでは、ただいまから外国人

材確保・雇用対策特別委員会を開会いたします。 

 まず、委員席の決定についてでありますけれ

ども、委員の皆様の座席順としましては、ただ

いま御着席のとおりに決定してよろしいでしょ

うか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○本田委員長 それでは、そのように決定いた

します。 

 次に、本日の委員会の日程についてでありま

すが、お手元に配付の日程案を御覧ください。 

 概要説明として、執行部からは、総合政策部

と商工観光労働部に出席いただきます。その後、

５の協議事項として、委員会の調査事項、調査

活動方針・計画などについて御協議いただきた

く存じます。このように進めてよろしいでしょ

うか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○本田委員長 それでは、そのように決定いた

します。 

 なお、今回お呼びした執行部に対しましては、

外国人雇用に関わる本県の状況について説明を

お願いしております。 
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 本委員会の進め方としましては、外国人材確

保に関する論点は多岐にわたりますことから、

有識者からの意見聴取等も積極的に行っていき

たいと考えております。 

 今後、在留資格制度等につきましても、制度

を所管する国の機関等に御説明いただくことを

検討しているところです。 

 また、産業別の外国人材の雇用状況のほか、

外国人材の生活環境や共生に向けた取組等につ

いては、今後の委員会調査で各事業課をお呼び

して説明いただくことを検討しております。 

 今回は、外国人雇用の現状について、まずは

県の取組の概要を把握いただければと考えてお

ります。これら各論に関する質疑につきまして

は、その際にお願いしたいと存じます。 

 本委員会の進め方の詳細につきましては、執

行部説明後の委員協議にて御説明をさせていた

だきたいと思います。 

 では、執行部の入室をお願いいたします。 

   午前10時４分休憩 

───────────────────── 

   午前10時５分再開 

○本田委員長 では、委員会を再開いたします。 

 本日の委員会に３名の傍聴の申出がありまし

たので、これを認めることといたします。 

 傍聴される方にお願いでございます。傍聴人

は、受付の際にお渡ししました傍聴人の守るべ

き事項にありますとおり、声を出したり拍手を

したりすることはできません。当委員会の審査

を円滑に進めるため、静かに傍聴していただき

たいと思います。また、傍聴に関する指示には

速やかに従っていただくようお願いいたします。 

 本日は、総合政策部と商工観光労働部におい

でいただきました。 

 初めに、一言御挨拶を申し上げます。 

 私は、この特別委員会の委員長に選任をされ

ました宮崎市選出の本田利弘です。 

 私ども10名がさきの臨時県議会で委員として

選任をされ、今後１年間、調査活動を実施して

いくことになりました。よろしくお願いいたし

ます。 

 当委員会で取り扱う課題の解決に向け、努力

してまいりたいと存じますので、御協力をよろ

しくお願いいたします。 

 次に、委員を紹介いたします。 

 最初に、私の隣が都城市選出の山内いっとく

副委員長です。 

○本田委員長 続きまして、都城市選出の山下

博三委員です。 

 都城市選出の二見康之委員です。 

 宮崎市選出の齊藤了介委員です。 

 日南市選出の黒岩保雄委員です。 

 東諸県郡選出の渡辺正剛委員です。 

 都城市選出の今村光雄委員です。 

 都城市選出の永山敏郎委員です。 

 宮崎市選出の前屋敷恵美委員です。 

 以上で委員の紹介を終わります。この10名で

進めてまいります。 

 執行部の皆さんの紹介につきましては、お手

元に配付の配席表に代えさせていただきたいと

存じます。 

 それでは、概要説明をよろしくお願いいたし

ます。 

○川北総合政策部長 おはようございます。総

合政策部長、川北でございます。どうぞよろし

くお願いいたします。 

 本県は、少子高齢化による人口減少が進行す

る中で、地域・産業を支える人材の確保、これ

が大きな課題となっております。 

 こうした状況の中で、企業のニーズに応じた
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外国人材が長期にわたり本県で活躍できますよ

う、外国人材の呼び込みや就労に関する支援を

行いますとともに、地域社会の重要な構成員と

しまして、国籍等にかかわらず、外国人が暮ら

しやすい地域社会をつくり上げていくことが大

変重要でございます。 

 当部といたしましては、庁内はもとより、市

町村、企業、民間団体等とも連携・協働をしな

がら、外国人材確保・雇用対策に資する各施策

に取り組んでまいりたいと考えておりますので、

本田委員長をはじめ、委員の皆様方の御指導、

御支援、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 本日でございますが、本県の外国人材受入れ

状況、庁内の役割分担及び関係事業の概要並び

に外国人材定着動向調査につきまして、担当課

長から御説明をさせていただきます。 

 私からの説明は以上でございます。どうぞよ

ろしくお願いいたします。 

○川﨑産業政策課長 産業政策課です。本日は、

資料の２ページになりますが、本県の外国人材

受入れ状況、庁内の役割分担及び関連事業の概

要、外国人材定着動向調査の３つの項目につい

て御説明します。 

 ３ページを御覧ください。 

 本県の外国人材受入れ状況についてでありま

す。 

 初めに、本県の人口予測をグラフでお示しし

ておりますが、2020年に107万人だった本県の人

口は、少子化の進展等に伴い、2050年には79.7

万人と、2020年比で25.5％の減少、また、2020

年に58万人だった生産年齢人口は、2050年には

38.3万人と、2020年比で34.1％の減少が予想さ

れております。 

 また、２、本県の就業人口推計ですが、2020

年に54.2万人だった就業人口は、2040年には

41.3万人と、2020年比で23.8％も減少すること

が見込まれております。 

 このように、将来的に県内事業者の人材不足

はさらに深刻化し、人材確保がますます大きな

課題となりますことから、今後、県内の産業を

維持する上でも、外国人材の活用は欠かせない

取組となってまいります。 

 ４ページを御覧ください。 

 ３、外国人労働者数ですが、労働局の公表

データによりますと、上のグラフで示しており

ますとおり、本県の外国人労働者数は年々増加

しており、令和６年10月末現在で8,515人と、過

去最高となっております。 

 なお、令和６年10月末現在の国内の外国人労

働者数は約230万人と、こちらも過去最高となっ

ております。 

 下のグラフは、外国人労働者を在留資格別に

分類しております。 

 主な在留資格につきまして、グラフの右側に

概要を記載しておりますが、技能実習は、日本

での実習で技能を身につけ、母国に持ち帰るこ

とを目的とし、比較的単純な業務に従事する人

材、特定技能は、人手不足が深刻な分野での人

材確保を目的として、一定の専門性や技能を有

する人材、技術・人文知識・国際業務、通称

「技人国」は、エンジニアや通訳など、高度な

知識・技術が必要な業務に就く人材になります。 

 黄色で示した技能実習が令和６年10月末現在

で4,816人と最も多く、オレンジで示した特定技

能も大幅に増加しています。 

 ５ページを御覧ください。 

 上のグラフは、外国人労働者を出身の国籍別

に分類したものです。人数の多さでは、ベトナ

ム、インドネシアの順という状況が続いており

ますが、近年はインドネシアが大きく増加して
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おります。また、直近では、ミャンマーがフィ

リピンを抜き３番目に多くなっております。 

 下のグラフは、主な産業別の状況になります。

製造業、農業・林業、建設業の順となっていま

す。伸び率で見ますと、オレンジで示した建設

業や青色で示した医療・福祉といった産業が人

材不足を背景に大きく伸びている状況にありま

す。 

 ６ページを御覧ください。 

 ４、外国人労働者を雇用する事業所数ですが、

上のグラフのとおり、県全体としましては令和

６年10月末現在で1,506事業所となっており、外

国人労働者数と同様、過去最高を更新しており

ます。 

 下は、主な産業別の状況になります。いずれ

の産業においても増加しておりますが、特にオ

レンジで示した建設業や青色で示した医療・福

祉といった産業の伸びが大きくなっております。 

 ７ページを御覧ください。 

 ５、１事業所当たりの外国人労働者数ですが、

令和６年10月末現在で5.7人と過去最高となって

おり、外国人材を活用する事業者が増加してい

ることと併せて、本県の産業活動において外国

人材の活用が進んでいる状況がうかがえます。 

 下のグラフでは、主な産業別の状況をお示し

しておりますが、黄色の製造業では、１事業所

当たり全産業平均の倍近い外国人労働者が在籍

しており、他の産業と比べて特に多い状況にあ

ることが分かります。 

 ８ページを御覧ください。 

 次に、庁内の役割分担及び関連事業の概要を

御説明いたします。 

 １、庁内の役割分担でありますが、外国人材

に関係する役割を仕事と暮らしと分けて整理し

たイメージ図を掲載しております。 

 仕事については、総合政策部産業政策課が庁

内の各部署の取組に横串を刺す総合調整の役割

を担いながら、農業や介護など、各産業分野の

状況に応じて関係部局が個別の支援を行ってお

ります。 

 また、右側の点線枠にありますように、今年

度、外国人材受入・定着支援センターを新たに

設置し、在留資格や個別の産業に限定せずに、

企業や外国人材からの相談等に対応する体制を

構築する予定であります。 

 下にあります外国人材の受入れ・共生に係る

支援と相互に連携しながら、外国人の暮らしと

仕事を総合的に支援してまいります。 

 関係部局の取組に関しましては、９ページか

ら10ページにかけて、今年度当初予算に係る関

連事業を取りまとめた一覧を掲載しております。 

 ９ページの受入れ・確保関係については、赤

枠にありますように、当課の事業など11の事業

で約１億1,700万円、また、共生関係については、

次の10ページの下になりますが、国際・経済交

流課の事業など３つの事業で約5,900万円を計上

しております。 

 なお、これらの事業の詳細につきましては、

後日、改めて関係部署のほうから説明させてい

ただきたいと思います。 

 続きまして、11ページを御覧ください。 

 ここからは、Ⅲ、外国人材定着動向調査につ

いてであります。 

 昨年度の２月議会の総務政策常任委員会と同

様の資料にはなりますが、調査の概要等を改め

て御報告させていただきます。 

 この調査は、（１）の調査の目的にあります

ように、国の制度改正や年々増加する外国人労

働者の状況等を踏まえ、外国人材の確保や受入

れに必要な施策を検討する上での参考とするた
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め、令和６年10月から11月にかけて県が独自に

実施したものであります。 

 調査では、（３）の実施状況のとおり、外国

人住民の就労・生活環境等の実態などとともに、

県内の事業所の外国人材の受入れ状況等を調査

しました。 

 12ページを御覧ください。 

 まず、外国人住民向けの調査結果になります。 

 回答者の属性ですが、今回、543人から回答が

あり、国籍別では、ベトナム、インドネシア、

フィリピンの順、在留資格別では、技能実習、

特定技能、永住者・定住者の順、従事している

産業別では、製造業、農業、建設業の順に回答

が多く、本県の外国人材の状況とおおむね同様

の状況となっております。 

 13ページを御覧ください。 

 ①就労に関することでは、現在の勤務先を選

んだ理由として、給与、スキルアップ・キャリ

アアップできる環境などを重視する傾向がある

ほか、自分に合った働き方など、働く環境に関

係する回答も一定数ありました。 

 14ページを御覧ください。 

 左側の円グラフの濃い色の部分になりますが、

県内で働く外国人材のうち、転職する意向があ

るとの回答は全体の３割を占め、また、右側の

一番上の円グラフですが、原則として転職でき

ない技能実習においても34.7％が転職したいと

の意向があると回答しており、外国人材の受入

れ後に県内に定着を図る取組の必要性が確認さ

れます。 

 15ページを御覧ください。 

 左側のグラフは、転職したい理由を回答が多

かった順に掲載しておりますが、給与がほかの

項目より圧倒的に多く、最も重視していること

が分かります。一方、右側のグラフの転職した

くない理由では、給与が２番目に多いものの、

働く環境やスキルアップといった回答も多く、

外国人材の定着に当たっては、働きやすくスキ

ルアップできる環境づくりが重要であることが

分かります。 

 16ページを御覧ください。 

 ②生活に関することとしまして、困り事では、

左側のグラフは病気になったときですが、上

位２つは「言葉が分からない」といった語学力

に関する回答であり、また、右側のグラフは災

害時ですが、「多言語による情報発信がない」

が最多で、その影響でしょうが、「避難場所へ

の行き方や手続等が分からない」といった回答

が続いております。 

 なお、「特になし」の回答がそれぞれ約６割

と最も多くありましたが、この中には、そもそ

も病気になっていない人、災害に遭っていない

人も含まれていると推測しており、必ずしも病

気や災害時に困ったことがない人が多数ではな

いと分析しております。 

 17ページを御覧ください。 

 地域との関わり方でありますが、左側のグラ

フの下から２段目の「特になし」が約６割を占

め、多くの外国人住民が地域と交流していない

状況にあります。 

 一方で、右側のグラフで示している地域との

交流における困り事としては、「地域でどんな

活動をしているか知らない」、「地域住民と交

流する場がない」との回答があり、日常生活に

おいて地域との交流を求めている人が一定数い

ることが分かります。 

 18ページを御覧ください。 

 外国人住民が行政に求める支援として、日常

会話・ビジネス用の日本語や日本の文化・慣習、

ビジネスマナーを学ぶ機会の創出、行政の多言
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語化といった言葉や文化に関する内容が上位を

占めております。 

 19ページを御覧ください。 

 次に、事業所向けの調査結果であります。 

 318社から回答があり、業種別では、医療・福

祉、製造業、建設業の順に多くありました。 

 20ページを御覧ください。 

 まず、回答のあった県内事業所の現在の外国

人材の受入れ状況と今後の見通しですが、最も

多かったのは円グラフの「（Ｄ）現在外国人材

を受け入れておらず、今後も受け入れない」が

179社でしたが、「（Ａ）現在外国人材を受け入

れており、今後も受け入れたい」が71社、

「（Ｃ）現在外国人材を受け入れていないが、

今後は受け入れたい」が61社と、合わせて４割

以上が外国人材の受入れに前向きな意向を持っ

ています。 

 21ページを御覧ください。 

 外国人材の受入れ理由では、「日本人が確保

できない」といった人材不足を背景にした回答

が多い状況にありますが、社内の活性化やグ

ローバル化といった理由を挙げた事業所も複数

あります。 

 22ページを御覧ください。 

 外国人材の受入れに当たりましては、ほとん

どの事業所が監理団体や登録支援機関の紹介や

サポートを受けております。 

 なお、監理団体とは、外国の送り出し機関等

の間で技能実習生の受入れ調整等を行う組織で、

登録支援機関とは、事業所からの委託を受けて

特定技能の外国人をサポートする機関となって

おります。 

 23ページを御覧ください。 

 左側のグラフは、各事業所が独自に取り組ん

でいる外国人材のための支援になりますが、半

数以上の事業所が住居確保や日本語能力の向上

を支援するとともに、そのほかにも各社で様々

な支援を行っていることがうかがえます。 

 また、右側のグラフは、事業所として負担し

ている費用になりますが、監理団体への会費や

外国人材の入国に関わる渡航費など、受入れに

当たっては多くの費用が発生している状況にあ

ります。 

 24ページを御覧ください。 

 外国人材を今後受け入れるに当たっての課題

になりますが、日本語能力や社員とのコミュニ

ケーションのほか、在留資格によっては１人当

たり100万円前後かかる費用負担に関すること、

また、社員寮の準備や会社近隣で外国人が入居

可能なアパートがないなど、住居確保を含む環

境整備を課題とする事業所が多い状況にありま

す。 

 25ページを御覧ください。 

 外国人材を受け入れていない理由になります。

日本語能力や費用負担を理由とする事業所も多

いのですが、受入れの方法や手続が分からない、

あるいは受入れ体制が整っていないことを多く

の事業所が理由として挙げており、県内事業所

が外国人材の活用を図る上での課題となってお

ります。 

 そのため、県では、今年度設置予定の受入・

定着支援センターにおいて、外国人材の受入れ

に係る県内事業者の支援を行っていくこととし

ております。 

 人材不足を背景としまして、今後も外国人材

を活用する県内の事業所が増加していくことが

見込まれており、今回のアンケート結果等を踏

まえまして、関係部署や市町村などの関係機関

ともしっかりと連携しながら、県内事業所の相

談に応じるなど、本県への受入れ体制等を整備



令和７年５月 16 日(金) 

 - 7 -

し、外国人材の活用を促進していくこととして

おります。 

 説明は以上であります。 

○本田委員長 執行部の説明が終わりました。 

 御意見、質疑等がございましたら、御発言を

お願いいたします。 

○二見委員 これは、今年の２月に総務政策常

任委員会で説明された内容ということだったと

思うんですけれど、これまでにこういう調査と

いうのはしたことはなかったんですか。今回が

初めてなんですか。 

○川﨑産業政策課長 初めてになります。 

○二見委員 この特別委員会設置に当たって考

えたことは、今後の人口減少の度合いですよね、

コロナ禍後、出生数の低迷とかを考えたときに、

これからの10年、20年後を見たときに、どう考

えてもこっちに残る人たちが少なくなる。いろ

んな企業の方々と話をしていても、どっちかと

いうと、もうスケールダウンさせていくような

考え方があるのかなと。外国人材を入れて何と

か今のものを維持しようというだけじゃなくて、

もうできないものはできないんだからどんどん

カットしていこうというような、業態転換まで

考えているようなところがあります。その一方

では、ＩＴ化とか、そういうデジタル技術を使

って人手が要らないという、いわゆる先を見越

したやり方もあるんですけれども、それだけや

っぱりもう人手不足というものは深刻な状況だ

と思うんです。 

 以前、総合政策課のほうで話があったんです

が、過去は女性の活躍、そして、高齢者の活躍

ということで何とか世の中を動かしてきたけれ

ども、これじゃあもう間に合わなくなっている

んだというような話もちょっとあったんです。

だからこそ、今、これは今のうちにやっておか

ないといけない話だろうと。大分、受入れ実績

のあるところはもう十数年やっているところも

あると思うので、そういったところのノウハウ

というか、いろんな意見交換を通じて、県とし

て、行政としてのどういうサポートができるの

かということをしっかり構築していかなければ

ならないと思うんです。 

 初めての取組ということであれば、なかなか

手探り状態になるのかなとは思うんですが、や

っぱり他県に比べて田舎ですし、情報が乏しい

ところもあるのが本県の特質だと思うので、と

にかくこれをしっかりやっていくんだという思

いでぜひ取り組んでいただきたいなという、ち

ょっと要望みたいになってしまうんですけれど

も、よろしくお願いします。 

○川﨑産業政策課長 ありがとうございます。

委員がおっしゃったとおり、今、まさに日本全

体、各自治体もなんですけれども、やはり宮崎

もなんですが、手探りというところはあるんで

すけれども、外国人材の労働者を取り入れてい

くということについてはしっかりやっていかな

ければいけないです。 

 今年の夏に先ほど御説明した外国人材の受

入・定着支援センターを開所予定なんですけれ

ども、その中でも、各企業さんがどのように考

えていらっしゃるのかというのを待つばかりで

はなくて、地域のほうに出向いていって、情報

を取りながら、現状をしっかり把握した上で、

じゃあ、どのように進めていくのがよいのかと

いうようなことをしっかり検討していきたいな

と思っております。 

○山下委員 関連するんですけれど、まず、こ

の３ページに2050年までの人口動態が書いてあ

りますが、宮崎県の合計特殊出生率が今はどの

くらいですか。1.48。1.5を切っているかな。 
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○川﨑産業政策課長 1.49になります。 

○山下委員 知事が日本一を目指すということ

で、1.8だったかな、合計特殊出生率を目指すと、

大きな看板になっています。あなた方がここに

2050年までの統計を出していますけれども、皆

さん方は、今の現状で、この人口動態の中で合

計特殊出生率をどのように捉えて統計を出して

いますか。知事が目指している姿でも、私は予

想以上に伸びないと思うんです。一般質問の中

でかなり出ていますけれども、やっぱり厳しい

数字だろうなと、そう思っているんですが、皆

さんはこの人口動態なんかをどのように判断し

て基礎的な数字をつくっていますか。 

○中村総合政策課長 委員が御指摘のとおり、

現在のアクションプランでシミュレーションし

ている将来の見通しというものは、コロナ禍前

の合計特殊出生率を前提に推計を出しているも

のです。この中では2030年に97.9万人という人

口予測にしておりますが、先ほど御指摘のあっ

たとおり、コロナ禍で合計特殊出生率が大きく

低下しておりますので、この減少速度というの

はより加速していると、100万人を切るターニン

グポイントというものが若干早まるのかなとい

うふうに懸念しているところでございます。 

○山下委員 今、もう102万人です。多分、２年

したらもう100万人を切ってくるだろうと思うん

です。私たちが地域で暮らしていて、団塊の世

代がもう後期高齢者になって、我々の先輩方が

どんどん亡くなっていく。その分を補える分だ

けの子供たちが生まれてこないから、この勢い

の加速というのはすごい勢いで進んでいるんで

す。 

 それで、どういうことが起きているかという

と、各企業、団体、農業分野もひっくるめて、

第一次産業もひっくるめて人材がいなくなって、

必死で外国人材を求めながら急場の対策を講じ

ておるのがもう現実なんです。 

 私は、知事が目指す1.8というのは、この目標

は目標でいいと思うんです。だけれども、現実

にそぐわない目標設定では駄目だと思うんです。

皆さん方は、人口動態をしっかりとつかまえて

経済対策をやっていかないと、恐ろしい勢いで

人がいなくなっているんです。そして、空き家

が増えてくる。もう活力がなくなってくる。 

 以前は、中山間地域の限界集落対策とかいろ

んなことをやっていましたけれど、もうこれも

打つ手がないです。このような状況で、地域に

暮らす人たちは、産業の人たちももう人手の確

保が難しいからどんどん疲弊していっているん

です。その状況を見て計画の見直しをやってい

かないといけないと思うんです。 

 現実に皆さん方が目指そうとすれば、知事の

目指す数字と実際の現場の数字の予想の差を縮

めていかないと。計画は計画で私はいいと思う

んですけれど、現場の状況をしっかりと確認し

ていきながら外国人材の確保をやっていかない

といけないと思うんですが、先ほどの説明でも

ありましたけれども、やっぱり地方と都会の給

与の格差ですよね。時給が今は953円か954円で

すか。多分、今年はもう1,000円を突破してこな

いとおかしいです。 

 我々も働く人たちのを聞くと、やっぱり今は

若い人たちも都会に逃げていく。これはもう給

与差なんです。その辺を補うのが外国人材だろ

うけれども、もうどんどん日を追うごとに都会

と地方との給与格差、これも開いていっている

と思うんです。その辺の皆さん方の外国人材を

確保する中での対策、その辺のことを企業との

連携やらいろいろ進めていかないと人材の確保

も難しいわけですから、総体的に皆さん方がこ
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の計画を実行していく中で、どの程度の問題意

識を持っているのかちょっと教えてください。 

○川北総合政策部長 御指摘ありがとうござい

ます。人口減少に当たりましては、少子化対策、

そして社会減対策ということで様々な政策を打

っているところであります。 

 少子化対策は、ライフステージに応じた様々

な対策を打っていく。もちろん、県庁全体一丸

となって市町村と連携して進めていくというこ

とでございます。社会減対策に関しましては、

ＵＩＪ対策、これはもう必死にやっていかなけ

ればならない対策でございます。そして、若

者・女性、いかに魅力ある雇用、そして地域を

つくって、こういう方々に残っていただくかと

いうことが大変重要でございます。 

 これに関しましては、県としましても様々な

政策を展開しておるところでございます。１つ

の政策で効果が出るということはないと思いま

すので、これはあらゆる政策を重層的に積み上

げながら、効果を狙っていくということになる

と考えております。 

 そして、先ほど委員からもございましたけれ

ども、外国人の活用という部分、これに関しま

して、いかに宮崎で過ごしやすく、そして、い

かに活用していただけるか。 

 今回、先ほど担当課長からもございましたけ

れども、みやざき外国人サポートセンター、こ

れは以前から生活面を支援するということで支

援をしてまいりました。ノウハウも大分たまっ

てきております。 

 そして、今回、今年、就業面に関する総合的

な対策を行うということで窓口をつくるという

ことになっております。これに関しましては、

今、各部がそれぞれの状況に応じて施策を展開

して外国人活用を進めているところであります

が、それを総合政策部として横串を刺しつつ、

全体調整を図りながら強力に進めていきたいと

いうふうに考えているところでございます。 

○山下委員 ありがとうございます。極めて大

事なテーマだろうと思うんです。 

 それで、今、宮崎県の受入れ機関、個人的に

やっている事業所も多いかなと思うんですが、

今、皆さんはどれぐらい受入れ機関等を把握さ

れていますか。 

○湯浅雇用労働政策課長 先ほど説明があった

かと思うんですけれど、６ページの上のほうで、

事業所数が令和６年10月末で1,506事業所という

ことになっているかと思います。 

○山下委員 私が言っているのは、ＪＩＡＥＣ

とかが県庁の近くにあると思うんですが、今、

外国人材の受入れをしてくれる窓口の数。 

○湯浅雇用労働政策課長 監理団体につきまし

ては、令和７年５月13日現在で、一般監理事業

ということで、県内では、技能実習１号か

ら３号まで受け入れるときに使える監理団体が

９団体、特定監理事業ということで、こちらは

技能実習の１号と２号の受入れができる監理団

体なんですが、こちらが６団体というふうにな

っております。 

○山下委員 令和７年で１号から３号が９団体、

１号から２号が６団体、これはかぶりがあるん

ですか。団体としては別ですか。 

○湯浅雇用労働政策課長 技能実習生の受入れ

ということで技能実習１号から３号までござい

ますけれど、こちらの監理団体が受入れをする

ときに利用される団体が９団体なので、合計15

団体となっております。 

○山下委員 すいません。特定が６団体でした

よね。それで、このかぶりというのはあるんで

すか。15団体が別々にあるんですか。一緒なの
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か。そこを教えてください。 

○川﨑産業政策課長 別々になります。ですの

で、15団体ということになります。 

○山下委員 県内に15団体あるということです

ね。分かりました。 

 じゃあ、それに基づいて、この15団体の団体

の皆さん方との接触ですよね、常に情報交換を

されておるのか、それが１点。かなりの勢いで

生産年齢人口が急速に減少していく中で、この

15の受入れ機関において、今の現状でまだ需要

を求めて、例えば、まだ外国人材が欲しいんだ

と、でも受け入れ切れていない、その辺の差と

いうのはどんなですか。今、十分受入れが可能

なんですか。そこら辺のことをちょっと教えて

ください。 

○湯浅雇用労働政策課長 直接、当課として監

理団体と意見交換等をしたことはないんですが、

実際に受け入れている企業さんに聞きますと、

監理団体の話では、まだ宮崎にも人が来れる余

裕があるというような話は伺ったところです。 

○山下委員 本県は十分受け入れが可能という

ことですね。 

○湯浅雇用労働政策課長 そのように伺ってお

ります。ただ、実際問題、奪い合いといいます

か、そもそも日本に来ていただけるのか、ある

いは、日本の中で宮崎に来ていただけるかとい

うのは、そういうところをまだ頑張らないとい

けない部分はあるかと思います。 

○山下委員 本当にお願いをしたいんですけれ

ども、今、日本の経済というのは、長引く円安

の中で外国に負けているんです。やっぱり以前

は日本が先進国で、当初はかなり有利な状況だ

ったんですが、今、円安の中で日本の給料は安

いと。今、薬品だって日本では商売ができない

から、例えばアメリカの薬品等も日本にかなり

入りづらい状況なんです。それぐらい日本の円

の価値がなくなって、非常に外的にも厳しい状

況になってきているんです。なおかつ、宮崎は

都会との給与の格差がどんどんついていってい

るということで。 

 私が現場を見る限り、今の産業構造を維持し

ていこうと思えば、かなりの人手不足なんです。

もう日本の働く世代というのはどんどん少なく

なっている。若手も都会を目指していく。それ

を考えると、農業の現場もそうなんですけれど

も、この５年の中にもう恐ろしい状況が来るよ

うな気がするんです。だから、そのことをしっ

かりとあなた方はデータを持ちながら、そして、

どうしたら宮崎の魅力を発信して外国から来て

もらえる状況づくりをしていくか、これを大き

な課題としてやっていかないと、もう産業が成

り立たなくなる状況になるだろうと思うんです。

それの認識をしっかりと連携を取っていってほ

しいと思うんですが、今後の進むべき方向につ

いて教えてください。 

○川北総合政策部長 今、委員からいろいろ御

意見がございました。外国人人材に関しまして

は、私たちももっといろんな企業さん、そして

監理団体の皆様と意見交換をしていくことが大

事だと思っております。 

 現場の皆さんの声をいかに施策に反映してい

くのかということが重要になります。今後もま

だまだいろいろ施策を検討していかなければな

らないというふうに考えております。 

 そして、今、委員からもございました。外国

人がいないともう事業が回らないという業態も

あるということも、私どもも把握をしておりま

す。今後、ますます外国人材が重要になるとい

うことで、もちろん、若者・女性を残していく。

そして、外からＵＩＪということで呼び込んで
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いく。そして、生産性向上を図る。あらゆる施

策を投じながら、外国人人材に関しましても全

力で努力をしてまいりたいというふうに考えて

おります。 

○黒岩委員 今の山下委員に関連するかもしれ

ませんが、今、国内で外国人が230万人、うち宮

崎県が8,000人ということで、ちょっと計算して

みますと0.3％ぐらい。宮崎県はいろんな人口に

しても何にしても、私は大体１％だなというふ

うにいつも思っているんですけれども、そう見

たときに0.3は少ないなという感じがしています。 

 私の記憶では、あるデータで、九州でも宮崎

が一番少なかった。佐賀よりも少なかったと。

一番少なかったように思うんですが、全国から

見たときの宮崎県の今の在留外国人の数につい

てはどういうふうに捉えていらっしゃいますか。

なぜ少ないのかという、その原因も含めてです。 

○川﨑産業政策課長 まず、先ほど委員がおっ

しゃられましたように、九州全体でも一番少な

い労働者数というようなことで、全国におきま

しても37位ぐらいというやっぱり低い状況にあ

るわけです。 

 その理由としましてなんですが、まず、東京

とか大阪、愛知あたりがすごく多いんですけれ

ども、そちらについては、やはり企業さんとか

受入れがしっかりある出口といいますか、そう

いった数というところもある中で、そちらに流

れている部分もある。なおかつ、先ほどのアン

ケートの結果の説明にもありましたように、や

はり給与というところの面が多くあります。 

 このような状況なんですが、本県としまして

は、給与以外のところの分につきましても、働

く環境、スキルアップをする体制とか、企業さ

んの努力といいますか、支援する体制というの

をしっかり行っていくことによって、宮崎のほ

うがいいというふうな外国人の方もいらっしゃ

るのではないかなというふうに思っています。 

 というのが、昨年、県内で外国人受入れが進

んでいる企業さんにお話をお聞きしましたら、

一度は給与というようなところの面で出ていっ

たところの方がいらっしゃるんだけれども、や

はり会社の雰囲気であるとか働きやすさがいい

ということで戻ってきたいというような声もあ

るというようなこともお聞きしております。そ

ういったことを我々も支援していかなければい

けないのかなというふうに捉えています。 

○黒岩委員 世界から見たときに、日本がそう

いう労働者から選ばれる国にならないといけな

いというのはありますが、その中で、今度は国

内において宮崎がやっぱり選ばれる県にならな

いといけないということを、内向きのアンケー

トも大事なんですけれども、全国を見たときに

宮崎がどう勝ち残っていくかといったところは、

しっかりと分析と対応をお願いしたいなという

ふうに思います。 

 それと、次に、いろんなアンケートをお聞か

せいただいたんですけれども、今後、支援セン

ターとかいろんな取組をやっていく中で目標と

いいますか、例えば、転職したい人の数を減ら

すとか、従業員が足りない事業所が少なくなる

とか、そういったものの目標というのは何かあ

るんでしょうか。 

○川﨑産業政策課長 目標としましては、まず、

センターの存在を知ってもらわなければいけな

いというところの中で、相談件数というのを500

というようなところで設定はしております。こ

の数字は結構高めに設定しているんですが、と

いうのが、待っているだけでは駄目だろうとい

うようなことで、やっぱり地域に出向いていっ

て、地域セミナーとかも積極的にやりながら、
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そして企業に対して伴走支援を行っていくだと

か、そういったメニューも考えています。そう

した中で相談件数が増えてくればいいなという

ふうなところで、500というような目標数という

のを掲げて頑張っていこうというふうに思って

いるところです。 

○黒岩委員 このアンケートを前回、昨年秋に

取られたんですけれども、次のアンケートを取

られる予定というのはあるんでしょうか。５年

先であるとか、何かありますか。 

○川﨑産業政策課長 まず、センターを開設し

まして、その後、どのような形で進んでいくの

かというような状況を見る上でも、当然、定期

的に取っていかなければいけないのかなという

ふうに思っています。それについて、何年ごと

というふうなことではまだ想定はしていないん

ですけれども、しっかりアンケートは定期的に

取っていかなければいけないという認識ではお

ります。 

○黒岩委員 最終的な効果として、この事業は

何の目的なのかというところを明確にしたとき

に、やはり相談件数が伸びたからということだ

けではちょっと満足できないかなというところ

がありますので、ある程度、実効性のあるとこ

ろの目標を立てていただいて、私どもとしても、

この事業がうまくいっているのかどうかといっ

たところがはかれるようなまた目標設定をよろ

しくお願いしたいなというふうに思っています。 

○川﨑産業政策課長 すいません。あと、成果

指標のところになるんですけれども、今、現状

で1,357か所、これは令和５年10月末現在の数字

になるんですが、それを令和10年の10月末で

2,000か所というふうな目標も指標として持って

おります。 

○黒岩委員 2,000か所というのは、2,000社、

2,000企業ということですね。分かりました。 

 あと、最後の一点なんですけれども、去年、

ちょっと一般質問で取り上げさせてもらったん

ですが、公営住宅の利活用というところで、管

轄は建築住宅課さんなんですけれども、そこは

あくまで目的外使用なので、私たちから積極的

に働きかけていくことはないということだった

んです。事業所なんかは非常に外国人の方の居

住の確保が難しいというところがありまして、

公営住宅は約２割が空いているという話ですか

ら、そこを有効活用したらどうかということな

んですが、じゃあ、どこの部署がそれを事業所

に勧めてサポートしていくのかと。国では、公

営住宅の内装を変える、例えば３人住めるよう

にするとか、そういったものについては補助事

業まで国が設けているというところがあります

から、そこをしっかりやっていただきたいんで

すけれども、これについては、庁内の組織とし

てはどこが担っていくことになるんでしょうか。 

○川﨑産業政策課長 総合的には県土整備部の

の建築住宅課が公営住宅の担当ではあるんです

けれども、各部局でもそれぞれ取組というのは

進めていくことになるのかなと思っています。

農政水産部のほうでは、令和５年に、公営住宅

について、モデル的に、令和５年度の単年度に

なるんですけれども、公営住宅を修繕してシェ

アハウス的にというふうなことを示されたとい

うようなことはあります。また、市営住宅のほ

うにはなるんですけれども、市町村によっては、

公営住宅を活用した住居確保という動きも出て

きているというようなことは聞いております。 

○黒岩委員 県内の例でいきますと、都城で農

業関係が１件、公営住宅に入っていると。延岡

のほうでは漁業関係の方が入っていらっしゃる

という例はあるというふうに聞いているんです
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けれども、やっぱり困っている事業所がそうい

う制度があることも知らないというところがあ

りますから、そこら辺りは県庁のどこが担うの

かというのも明確にしていただいて、いろんな

制度をフルに活用していただきたいなと思いま

す。これは要望でございます。 

○渡辺委員 御説明ありがとうございました。

受入・定着支援センターが設置されるというこ

とで、これは非常に期待できることだと思って

います。外国人の方がなかなか定着しないとい

う過去の現状も、これによって改善されるとい

うことに加えて、先ほど、県内のいろんな事業

所さんがどのように受け入れていったらいいの

か分からないといったような基礎的なところも、

このセンターを周知することで改善されていく

んだろうということで、非常に期待できると思

います。 

 ただ、人手不足というのは宮崎の問題だけで

はなくて、当然、全国の問題なわけです。先ほ

ど来、人口が多いところとか、あるいは給与条

件がいいところが有利な立場で外国人材を取り

にいくという話がありました。実際、これから

先、多くの県や自治体が人材を出してくれる

マーケットに直接アピールしながらリクルート

を進めていくということが考えられます。そう

いうことを実際に行っている県・自治体はあり

ます。 

 これは、私は３月の一般質問のときにも申し

上げたんですけれども、直接、海外の送り出し

機関、これは行政だったり民間だったりいろい

ろあると思いますけれども、そういうところに

対するアピールをもう少し強化していかないと、

受入れのほうだけ充実しても、出すところで競

争が起きるわけですから、そこに対する視点も

もう少し打ち出していただきたいと思います。 

 前回、３月のときには、農業分野についてい

えば、ベトナム農業大学とのルートが既にあっ

て、人材の受入れを含めて進んでいるという話

もありました。実際、ベトナムからも人がたく

さん入っています。これは他県に比べても非常

に立派な実績だと思います。 

 ただ、じゃあ、ベトナム以外はどうなんです

かと。インドネシアも増えているんですけれど

も、東南アジアで送り出しの人材の余力といい

ますか、人口的なものも考えて、マーケットと

して一番有望なのは、実はといいますか、フィ

リピンが時間的にも非常に近いです。インドネ

シアとかミャンマーとか行ったら８時間、10時

間かかりますけれども、フィリピンってもう

５時間、６時間で行きます。５時間ぐらいかな。 

 あそこは人口ピラミッドももう正三角形に近

いピラミッドで、向こう20年ぐらいで物すごい

人口ボーナスが起きるのは、もうこれは約束さ

れた事実なんです。そういったところに対して

農業分野、建設、それと、直近、特定技能に変

更になった運輸部門、こういったところなんか

は本当にもうすぐにでも欲しい事業者はいっぱ

いいますので、そういったところに県としても

民間との会話を進められる中で、そういうマー

ケットを一緒に開拓しにいこう、あるいは先方

の行政に対して売り込んでいこうというような

動きをぜひ早急に検討いただきたいと思います。

いかがでしょうか。 

○川﨑産業政策課長 海外に出向いていって直

接というようなところは、非常に重要なことだ

なというふうに思っております。先ほど委員が

おっしゃられたように、農政ではベトナムの国

立農業大学というような事例もありますし、介

護の分野においてもベトナムであるとか、イン

ドネシアであるとか、そういったところにも宮
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崎の事業所と一緒に行って、そして、あちらの

送り出し機関のほうにＰＲしていくというよう

なことも取り組んでいるというようなことを伺

っております。 

 そういった事例なんかを基にしながら、それ

でさらに産業分野を広げていってというような

ところで、国についても、これから先、ベトナ

ムだけじゃなくて、インドネシア、フィリピン

も含めて、どんどん広げていくというようなこ

とで取り組んでいかなければならないという認

識ではおります。 

○渡辺委員 認識はお持ちいただいているよう

なので、ぜひ具体化していただきたいと思いま

す。いろんな業界団体の方に「調査に行こう」

というような働きかけをされたら、もう喜んで

行かれると思います。あとは行政同士、先方の

国の関係機関に対してアポイントを取っていく

ようなことを企画すればいいわけで、これは海

外出張しながら調査するだけですから、費用も

あんまりかからないと思います。ぜひ具体化し

て進めていただきたいと思います。よろしくお

願いします。 

○湯浅雇用労働政策課長 ちょっと間が空いて

申し訳ありません。先ほど、本県の外国人労働

者数について御質問がありましたけれど、47都

道府県中、本県38位ということで、九州・沖縄

では最も少ないということで宮崎労働局のほう

から発表されております。 

○齊藤委員 先ほどの御説明の中で幾つかちょ

っと分からない点があったのでお聞かせくださ

い。 

 まず、４ページ、令和６年10月末で8,515名の

外国人の方がいらっしゃっているということな

んですけれど、男女比を教えてください。 

○川﨑産業政策課長 この数字については、労

働局のほうが令和６年10月末現在で示されてい

る数字になるんですが、そのデータの中では男

女比というところまでは出ておりませんので、

そこのところは把握していない状況にあります。 

○齊藤委員 ということは、年齢構成も分から

ないですね。 

○川﨑産業政策課長 年齢構成についても、そ

こまでは分からないというような状況です。 

○齊藤委員 もし労働局のほうに対して調査す

ることができれば、もし分かればまた教えてく

ださい。 

 それと、次の５ページ、国籍別で羅列されて

いるんですけれども、これは日本全国で大体こ

のような構成になっているんですか。先ほど渡

辺委員からもいろいろ話があったんですけれど

も、ベトナム、インドネシア、フィリピンとい

うのは。 

○川﨑産業政策課長 先ほど、8,515人について、

まず、ベトナム、インドネシア、ミャンマーと

いう順になっているというのが本県の状況であ

ります。それに対して、全国の状況では、一番

上がやっぱりベトナム、続いて中国、３位がフ

ィリピンという状況になっております。 

○齊藤委員 それから、８ページの庁内の役割

分担のところなんですけれども、外国人材受

入・定着支援センターの設置予定ということで、

分かっている範囲で、どんなものがいつ頃どう

いった形でできるのかちょっと説明してくださ

い。 

○川﨑産業政策課長 こちらについては、夏頃

を予定しております。実際に普通はセンターと

いいますと場所を構えてというようなところに

なるんですが、場所を構えるというよりも、外

国人の方から相談があったときに、暮らしのサ

ポートセンターのほうがカリーノの１階にある
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んですが、そちらの横にあります会議室を借り

て、対面という相談を行うというようなことは

あります。 

 それ以外のところで、まず、メニューとして

どういったものがあるのかということなんです

けれども、まず、出張相談会というようなこと

をやる予定になっております。県北・県南・県

西で出張相談会を行うということで、二月に

１回ぐらいをめどにというようなことで考えて

おります。 

 それと、企業訪問ということで、県内企業訪

問によって受入れに当たっての課題の掘り起こ

しというようなことも考えております。これも

月１回程度というようなことで考えております。 

 それと、セミナー等の開催ということで、こ

のセミナーの中で取組が進んでいる企業さんの

事例発表でありますとか、また、受入れを検討

している企業さんと実際にやっている企業さん

と交流する場として意見交換の場を設定すると

いうようなことも考えております。 

 それと、最後に、伴走支援というようなこと

で、受入れを検討している企業さん10社程度を

考えているんですけれども、そこを訪問して、

具体的にどういうふうな体制をつくっていくと

いいですよとか、助言・アドバイスを行いなが

ら伴走支援をして、受入れを支援していくとい

うことをメニューとして考えているところです。 

○川北総合政策部長 補足でございますけれど

も、一番重要な部分につきましては、待ちの姿

勢ではなくて、こちらから主体的に出向いて課

題を捉えて、そして企業さんに直接出向き、そ

して外国人の方に寄り添い、そういった形でこ

ちらから出向いていくということが一番重要な

ポイントであると考えております。 

○齊藤委員 もう一度確認ですけれども、この

外国人材受入・定着支援センターというのは箱

物をつくるということではないんですね。 

○川﨑産業政策課長 箱物をつくるということ

ではありません。 

○齊藤委員 そうすると、その下にあるみやざ

き外国人サポートセンター、これはカリーノの

中にあるやつですか。 

○川﨑産業政策課長 そのとおりでございます。 

○齊藤委員 分かりました。それから、13ペー

ジで、調査の中で給与ということが出てきてい

るんですけれども、ひょっとすると先ほどの性

別とか年齢と一緒でお分かりになられないかも

しれませんけれど、外国人労働者が得ている給

与報酬というのは県のほうで把握されています

か。 

○川﨑産業政策課長 これは全国のデータにな

るんですけれども、令和６年の賃金構造基本統

計調査というのが厚生労働省のほうから出てお

ります。その中で、外国人労働全体でいうと24

万2,000円程度ということです。専門的・技術的

分野でいうと29万2000円で、高度人材という人

材になりますけれども、在留資格別でいったと

きに給与もいろいろ違っていまして、特定技能

でいうと21万1,000円程度、技能実習の場合です

と18万2,700円程度という感じで、ちょっとそれ

ぞれ差はあるのかなというようなことで把握し

ております。 

○齊藤委員 分かりました。あと、23ページの

ところの受入れに当たって事業所として負担し

ている費用がずっといろいろと羅列されている

んですけれども、先ほどの課長の説明で、１人

当たり100万円というのは、これの合計が100万

円という理解でいいですか。 

○川﨑産業政策課長 費用については、在留資

格別であるとか、それぞれによってというとこ
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ろはあるんですけれども、技能実習でいきます

と50万円から100万円の間でかかるのではないか

というふうなこと、特定技能の場合も同じくや

はりそれぐらいの幅、100万円程度、150万円程

度というところまで結構幅があるという状況で

あります。 

○齊藤委員 あと最後に、25ページのところで、

外国人を受け入れていない理由の中に、失踪・

事故等への対応への不安ですとか、定着せず帰

国等をする懸念というのが記載されているんで

すけれども、実際問題、受け入れている企業の

中でこういった問題というのはやっぱり起きて

いるんですか。 

○川﨑産業政策課長 こちらのほうで企業さん

とかからそういったお声というのは聞いてはい

ないんですけれども、実際のデータの中ではや

はり失踪している数というのはあるということ

で把握しております。 

○永山委員 17ページの地域との関わりという

ようなところでお聞きしたいと思います。実際、

外国人の方々も地域との関わりを求めている人

が一定数見られるというような形での分析の結

果が出されているところなんですけれども、こ

ういった調査の結果とかというところで、実際

に地域との交流となってくると、ミクロな単位

で基礎自治体であるだとか、基礎自治体の中で

もさらに細かい範囲だと思うんです。関わりと

して、じゃあ、どこどこ市で外国の方を集めて

のイベントをしますというふうなやつもあるで

しょうし。一つ一つの地域コミュニティーの中

での受入れの体制であるだとか交流というのを

やっぱり進めていかないといけないのかなとい

うふうに思うんですけれども、基礎自治体への

そういった情報の提供であるだとか連携の体制

だとか支援体制というのはどういうふうになっ

ているかお聞かせ願いたいと思います。 

○川﨑産業政策課長 地域との交流というとこ

ろになりますと、商工観光労働部のほうの暮ら

しの部分、外国人との共生というところで取組

をしているというようなことで把握しておりま

す。 

 地域との交流につきましても、やはり委員が

おっしゃられたように、市町村関係であるとか

そういったところもしっかり支援をしていくと

いうことになるんですけれども、国際・経済交

流課のほうの取組として、市町村も含めた協議

会というか、そういった組織はありますので、

その中で情報をお流ししながら共有をしている

というようなことではしております。 

○前屋敷委員 今、本当に宮崎県内でも外国人

の方々が多く見かけられたりしますし、8,000人

を超えて宮崎県で仕事をしていただいていると、

いろんな技術の習得もされているというのを聞

いて、今、どういう状態で外国から見えた方々

が暮らしていらっしゃるのかというのを気に留

めていたんですけれど、県のほうでアンケート

もまとめられて概略を御説明いただいたので、

今の現状はこうだというのがよく分かりました。

ぜひ、定着をすることも含めて、もっと中身も

細かに尋ねることがこれから必要かなというふ

うには思います。 

 それで、12ページで、ここの在留資格のとこ

ろで、技能実習であるとか、特定技能であると

か、こういう方々が単身で見えていらっしゃる

のか。この中には日本人の配偶者というのと、

それから家族滞在というのでいらっしゃる方々

もいらっしゃるんですけれども、そもそも日本

に見えるときに御家族と一緒に見える方々が多

いのか。今、宮崎県で15人ということは15世帯

ということなんだろうと思うんですけれども、
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それに付随して子供さんの問題であるとか、学

校であるとか、言葉もそうですけれど、そうい

う問題もいろいろ派生してくるのではないかと

いうふうに思うんです。アンケートではここの

部分は直接聞かれていることではないのかもし

れないんですけれど、そういった点でのその辺

の状況が分かれば一つ教えていただきたいとい

うのがあります。 

○川﨑産業政策課長 まず、制度のほうの御説

明になるんですけれども、技能実習制度である

とか特定技能制度の１号の場合ですと、家族の

待遇というのができませんというふうになって

おります。ですので、海外からこちらに来られ

るときには単身で来られるというのが主になっ

ております。 

 ただ、御家族がいらっしゃる方というのは、

在留資格の中の技人国の方であるとか、当然、

日本人の配偶者というようなところの中で、お

子さん、外国人の方というところではいらっし

ゃるかとは思うんですけれども、やはり日本語

に苦労されているというようなところもあろう

かというところで、そこら辺については教育委

員会のほうも支援するような制度というのを持

っているということではお聞きしております。 

○前屋敷委員 ぜひ、そういったところにも気

を配るということが、やはり安定して安心して

住み続けていただける、仕事をしていただける

という要素にもなろうかと思いますので、お願

いしたいというふうに思います。 

 それからもう一点、22ページで、監理団体と

登録支援機関という受け入れるところの仕組み

といいますか、県とは直接関わっていないとい

う御説明がさっきあったんですけれど、外国か

ら日本に来たいという方は、この監理団体を通

じて、この監理団体や支援機関が直接、全国の

県を通じてというわけではないんですね。いろ

んな企業に打診をするという役割をここは果た

すわけですか。県としては、その辺のところの

把握というのは、仮に宮崎に来たときにはどう

いうふうな形で把握されるのか。その辺の仕組

みをちょっと聞かせていただければと思います。 

○川﨑産業政策課長 まず、監理団体につきま

しては、技能実習制度の中で、海外から外国人

労働者の方をお願いしたいというふうにまず企

業さんが求めたときに、監理団体を必ず通して

というふうに制度上でなっております。ですの

で、監理団体が行う役割としては、企業さんの

求めに応じて、例えば、農業分野とかそれぞれ

産業別でこういった分野の人が欲しいんだとい

うところで、そういった採用に当たっての手続

関係を海外の機関と調整しながら、例えば、面

談をじゃあこの日にしようだとか、人数はこれ

ぐらい、こういった外国人の方はいますかとい

うようなことを調整するのが監理団体の役割と

いうことで、そこを通して企業さんのところに

最終的には実習というような形で行くという流

れになっているのが技能実習制度ということに

なります。 

 特定技能制度については、そういった期間を

経ずに、企業さん独自でも海外のほうに出向い

ていって、そういう採用に当たることをやって

もらっても大丈夫なんですけれども、実際は、

海外の送り出し機関を通じて外国人労働者の方

を日本にというふうな流れになるのが基本的な

ところです。送り出し機関については、例えば

ベトナムであれば、ベトナムの政府機関が認定

した送り出し機関を通じて外国人の方はこちら

に来るというような流れになっております。 

 まず、企業はそこで外国人の方を受け入れる

んですけれども、企業さんにとっては受け入れ



令和７年５月 16 日(金) 

 - 18 -

た後にやらなければいけないこと、例えばオリ

エンテーションをやらなければいけないとか、

手続を外国人の方がするに当たって同行しなけ

ればいけないとか、住居の確保はしっかりして

くださいねというような役割が企業さんに求め

られます。そういった内容については、企業さ

んのほうではなかなかできない部分もあるとい

うようなところで、委託をしてその役割を担っ

てもらうのが登録支援機関になります。 

 そうした流れでもって外国人労働者の方を各

企業さんは受け入れているというようなことに

なりますので、県のほうとしても、しっかりと

そういった人数がどれぐらいあるのかというの

については、どうしてもやっぱり聞き取りであ

るとかそういったところで把握というようなこ

とにはなろうかと思っております。県全体とし

て何人いるのかということについては、先ほど

の労働局が公表しておりますデータで把握して

いるというような状況でありますけれども、そ

ういった各企業さんに何人ぐらいいるのかとい

うのは、ヒアリングというのを各産業分野でも

行っているというような状況でございます。 

○前屋敷委員 では、報告的なものは別に求め

るものではないんですね。報告義務などは発生

しないということですか。 

○川﨑産業政策課長 特に求めてはいないんで

すが、こちらについては、監理団体も、登録支

援機関についても、在留外国人を所管する国の

機関で許可を取って団体として登録していると

いうようなことがありますので、国のほうには

報告をしなければいけないというふうなことに

なっております。 

○前屋敷委員 基本は、あくまでも企業の求め

に応じてということなんですね。 

○川﨑産業政策課長 企業の採用方針に沿って

というようなことになります。 

○前屋敷委員 分かりました。ありがとうござ

います。 

○山下委員 さっき、受入れ機関が宮崎県に15

あると言いましたよね。後日でいいですので、

所在地等の資料を出していただけたらありがた

いなと思うんですが、よろしいですか。 

○川﨑産業政策課長 分かりました。把握して

おりますので、そちらはまた後日提出いたしま

す。 

○山下委員 私は、十年ちょっと前ぐらいだっ

たと思うんですが、インドネシアの受入れ機関

のＪＩＥＡＣに行ったんです。私もインドネシ

アの外国人材の受入れ機関としてのＪＩＥＡＣ

を初めて調査したんですが、その当時、日本向

けに年間500人ぐらいを送り出す受入れ機関でし

たが、５倍ぐらいの応募者から500人に絞り込ん

で、日本の文化から様々な語学まで研修を半年

ぐらいやって選抜した人間を教育するんです。

その後、成田のＪＩＥＡＣの受入れ機関に送っ

て─成田にＪＩＥＡＣがあるのは御存じです

か。知らないでしょう。私も初めて知ったんで

すが、九州管内でも非常に受入れが少ないし、

私はもう外国人材に頼らないと宮崎県の産業構

造はもう成り立たないと、そう思ってるんです。 

 だから、その受入れ機関としっかりと連携を

取っていくこと、それをぜひお願いしたいこと

と、私は２月の一般質問の中でちょっと御提案

を申し上げたんですけれども、例えば、私は農

政サイドの中で質問に取り入れたんですが、給

与面ではもう宮崎県は負けるんです。どうして

もやっぱり産業構造上、都会のほうとは給与が

追いつかないことはもう事実なんです。であれ

ば、何でカバーしようかと思うと、やはりより

早く受入れ機関の日本の各企業、農業分野だっ
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たり建設産業だったり福祉機関だったりするだ

ろうと思うんですが、その中で例えば農業サイ

ドだったら、より即戦力となる外国人材を雇用

する側に提供するために、農業大学校とか農業

試験場、その辺でやっぱり積極的な教育をして

あげること。もう機械操作でも何でも栽培技術

でも集中的にそこでできるわけですから。一般

の企業でそこを教育するのではなくて、技術的

なところは宮崎県にある県立の施設、そこでし

っかりとサポートができるんじゃないかと、そ

んな話もしたところでした。 

 例えば、建設産業だったら西都市にあります

よね。宮崎県立産業技術専門校かな、そこがあ

るんです。もうあそこもがらがらなんです。も

う日本人は来る人がいなくて。だから、ああい

う県立の施設の空いているところに、外国から

しっかりと目的を持って来る人たちに何かの研

修を受けさせられないか。例えば、清武の宮崎

県産業開発青年隊、宮崎県建設技術センターか

な、そういう機関とかがあります。人材的に受

入れができないですよということはもう答えが

返ってくるだろうなとは思うんですが、産業構

造をしっかりと守っていくためには、いかに外

国人材を受入れしやすい環境か。ここ宮崎県は

すばらしいんですよと。例えば、宮崎県に来た

ら、資格までは難しいかも分かりませんが、専

門的な知識を与えてくれるんだよとか、本県は

その辺の何か魅力発信はできるのかなという思

いだったんです。その辺の議論というのはまだ

総合政策部でも話はしていないんです。農政関

係に私も質問したんですけれども、その辺のこ

とはいかがでしょうか。 

○川北総合政策部長 貴重な御意見ありがとう

ございます。外国人材に宮崎県を選んでもらう。

そして、宮崎県を愛してもらうといいますか、

そういった部分が非常に重要であると考えてお

ります。 

 今現在、企業さんが行う例えば日本語研修で

あったり、そして、企業さんが行う外国人の

方々のキャリアアップという部分については支

援を行っていかなければというふうに考えてお

ります。 

 そして、人材育成の部分でございますけれど

も、これに関しましては、今、委員がおっしゃ

られたようなことも含めましていろいろな御意

見がおありかと思います。これに関しましては、

宮崎県を選ぶメリットということを打ち出して

いきたいという部分もありますので、各部でま

たいろいろ議論を重ねてまいりたいというふう

に考えております。また関係機関も含めて議論

を深めてまいります。 

○山下委員 ぜひよろしくお願いします。海外

での、例えばインドネシアでもベトナムでもそ

うでしょうけれども、出先機関はそういうとこ

ろはしっかりと教育はしてくれるんです。例え

ば、私も成田のＪＩＥＡＣの受入れ機関に行っ

たときに、いわゆる文化ですよね、生活習慣の

在り方、そういうことはまたそこで２か

月、３か月でちゃんと訓練してくれるんです。

そこから来るんですけれども、技術的なことは

受入れ機関ではそこまではなかなかできないん

です。であったら、受入れに際して、宮崎県に

ある県立の施設というのをフルに利活用しなが

ら、短期的でもいいですから、何か技術をちゃ

んと習得できるようなシステムを考えたら、ま

たより魅力の発信ができるかなと思っていると

ころです。ぜひ検討してください。 

○本田委員長 先ほど山下委員のほうから、登

録支援機関に関する資料請求がございましたけ

れども、委員の皆さん、これは後日御提出いた
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だくことでよろしいでしょうか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○本田委員長 じゃあ、後日提出をよろしくお

願いいたします。 

○山内副委員長 少し教えていただきたいんで

すが、３ページで、県内に8,000人来られている

ということですが、ビザの在留資格によって年

数が違うと思うんですけれど、年間、毎年大体

何千人ぐらい入ってきて出ていっている感じに

なっているんですか。 

○川﨑産業政策課長 すいません、どれぐらい

の人が入って出ていくというところまでの数字

はちょっと把握していないところであります。 

○山内副委員長 分かりました。７ページには、

１事業者当たりの外国人労働者数が5.7人とか書

いてあるんですが、一番大きな事業者で何人ぐ

らいの外国人を雇われている状況なんでしょう

か。 

○川﨑産業政策課長 それぞれというところは

あるんですけれども、昨年ヒアリングをした団

体とかを聞きますと、20人以上は雇用している

だとか、そこの従業員数にもよるんですけれど

も、技能実習生、特定技能、技人国というそれ

ぞれの資格別の外国人材の方が総合して20人以

上だとかというような感じになります。なの

で、２人のところもあれば５人のところもある

という、そういう状況ではあります。 

○山内副委員長 大きな事業者さんは、具体的

に何人とかまでは把握されていなくて、何人以

上とかそういった大ざっぱなのしか把握されて

いないということですか。 

○川﨑産業政策課長 外国人労働者の状況につ

きましては、我々も労働局さんが示されている

データを基にというようなところで数字を把握

しているという状況があります。その中で、事

業所がそれぞれどれぐらいの人数いるのかとい

うところまでは公表されていないというところ

もございまして、その辺りまではちょっと把握

できていない状況ではあります。 

○山内副委員長 数字的なところで、さっき、

失踪者数を認識しているということですが、た

しか前も具体的に何人というのが出たような気

がするんですけれども、今、何人失踪したとか

いうデータがあれば教えてください。 

○川﨑産業政策課長 国の資料によるんですけ

れども、最新が令和４年の時点になるんですが、

令和４年で宮崎県は117人が失踪者として把握し

ているというようなことでお聞きしております。 

○山内副委員長 分かりました。最後に、あと、

送り出し機関の話も少し出たところなんですが、

先日、南九州大学の理事の方とちょっと話をし

たときに、今年度、南九州大学もベトナムの事

務局があったけれども、なくなったということ

です。大学ではベトナムとのつながりがあって

行ったりすると、やっぱりドイツとかがもう福

祉人材を確保のために来て、国同士のそういっ

た日本を選んでもらう、宮崎県を選んでもらう

という中で、なかなか厳しい状況になっていく

んじゃないかというのをちょっと言われていた

んですけれども、県としては、送り出し機関の

ほうへの接触、農業関係でベトナムに行ったと

かありましたけれども、どれぐらい送り出し機

関と接触しているのかというのをちょっと教え

てください。 

○川﨑産業政策課長 各部局でそれぞれという

ところではあるんですけれども、昨年も農政水

産部のほうがベトナムのほうに行ってというと

ころもありますし、介護の分野でも毎年、ベト

ナムであったり、今度はインドネシアであった

りというようなことで、年に１回程度とかでは
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あるんですけれども、まず、実際に出向いてい

って、送り出し機関と話をするというような場

面はしっかり持っているというようなことでは

聞いております。県土整備部のほうでも、オン

ラインで宮崎県のことを知ってもらうというよ

うな取組を行っていると、送り出し機関との接

触というようなこともやっているというような

ことでは伺っています。 

○齊藤委員 １点だけ教えてください。病気に

なって困ったことというアンケートのところが

あって、外国人労働者の健康保険というのはど

ういうふうになっているんですか。 

○川﨑産業政策課長 すいません、詳細なとこ

ろまでは、申し訳ありません、ちょっと把握は

していないんですけれども、保険の関係につい

ても手続というのはしっかりなされているとは

思うんですが、すいません、改めて御説明させ

ていただきます。 

○齊藤委員 国のほうでも、結局、外国人の方

が日本の医療制度は非常に安価で治療が受けら

れるということで、家族を連れてきて、労働と

いうことではなくて医療目的で、このことが結

構問題になっているとちらっと聞いたんですけ

れども、宮崎県内でそういったことが起きてい

ないのか、そこら辺もできればお調べいただき

たいなと思います。 

○本田委員長 それでは、今の齊藤委員の確認

の件も後日御提出いただくようなことで、委員

の皆さん、よろしいでしょうか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○本田委員長 それでは、よろしくお願いいた

します。 

 では、お時間も来たところでございますが、

最後に何かあればでございますけれども、よろ

しいでしょうか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○本田委員長 それでは、ないようでございま

すので、これで終了したいと思います。 

 執行部の皆様は御退席いただいて結構です。

ありがとうございました。 

 暫時休憩いたします。 

   午前11時30分休憩 

───────────────────── 

   午前11時33分再開 

○本田委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。 

 先ほど、最後、齊藤委員のほうから保険関係

についてということで資料請求をしたところで

ございますけれども、共生社会を所管する部局

を呼んで調査をするときに、そこも含めて説明

をしたいということでございますので、その際

にあらためて説明を受ける形でよろしいでしょ

うか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○本田委員長 それでは、そのような形で進め

てまいりたいというふうに思っております。 

 それでは、協議事項１の委員会の調査事項に

ついてでございます。 

 お手元に配付の資料１を御覧ください。 

 １の当委員会の設置目的につきましては、さ

きの臨時会で議決されたところでございます

が、２の調査事項は、本日の初委員会での委員

協議において決定することとなっております。 

 ２の調査事項の上段は、特別委員会の設置を

検討する際に各会派から提案された調査事項に

なります。 

 矢印下の変更案を御覧ください。 

 この変更案は、正副委員長で協議の上、特別

委員会設置検討時に提案のあった調査事項を包

含した上で、調査の一連の流れを考慮して調査
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事項を整理したものを掲載しております。 

 ここで、配付しております別紙を御覧くださ

い。当初案と変更案という左右対称になってい

るものでございますけれども、こちらで御説明

をさせていただきます。 

 整理した内容としては、まず、左側の当初案

の「（１）国の在留資格と特定技能制度に関す

ること」について、特定技能制度をはじめ、技

能実習制度など、広く調査を行いたいと考えて

おりますので、右側の変更案のとおり、「特定

技能制度等」とさせていただいております。 

 次に、左側の当初案の「（２）受入れ機関・

送り出し機関に関すること」、「（３）対象国

の人材派遣状況に関すること」、「（４）外国

人労働者雇用事業者に関すること」、これにつ

きましては、いずれも外国人材の派遣や受入れ

に関する事項でありますので、右側の変更案

（３）のとおり、１つにまとめた事項とさせて

いただいております。文言については、当初案

（３）をベースとして修正を加えた調査事項と

しております。 

 次に、左側の当初案の「（５）外国人材の受

入れ、活用、支援に関すること」、「（６）県

内外における外国人材の活用の現状と課題に関

すること」について、いずれも外国人材の活用

に関する事項であるため、右側の変更案（２）

のとおり、１つにまとめた事項とさせていただ

いております。文言については、当初案（６）

をベースとして修正を加えた調査事項としてお

ります。 

 最後に、左側の当初案の「（７）外国人労働

者に選ばれる宮崎づくりの施策の在り方に関す

ること」について、各調査事項の文言を統一す

るため、「外国人労働者」を「外国人材」に修

正をさせていただいております。そして、報告

書に章立てをして記載することを想定し、調査

事項の並び順について変更をしております。 

 この変更案も含め、調査事項につきまして、

委員の皆様から御意見を頂きたいと存じます。 

 暫時休憩いたします。 

   午前11時38分休憩 

───────────────────── 

   午前11時48分再開 

○本田委員長 では、委員会を再開いたします。 

 委員の皆さんから頂いた御意見は、いずれも

重要な事項だと存じますが、今後、限られた時

間の中で重点的に進めていく必要がありますの

で、御意見を踏まえて正副委員長で整理をした

いと考えております。 

 次回委員会に正副委員長案をあらためて提出

させていただきたいと存じますが、よろしいで

すか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○本田委員長 それでは、そのように決定いた

します。 

 次に、協議事項の２でございます。調査活動

方針・計画についてであります。 

 活動方針案につきましては、資料１の３に記

載のとおりであります。 

 活動計画につきましては、資料２を御覧くだ

さい。 

 議会日程や委員長会議の結果から調査活動計

画案を作成しておりますが、この調査活動計画

案を基本としながらも、その都度、委員の皆様

には御相談しながら、また、ほかの常任委員会

や特別委員会とも調整をしながら調査活動を進

めてまいりたいと考えております。 

 御意見がありましたら、お願いいたします。 

 暫時休憩いたします。 

   午前11時50分休憩 
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───────────────────── 

   午前11時51分再開 

○本田委員長 委員会を再開いたします。 

 今後の調査活動計画については、この案を基

本として、その都度、委員の皆様に御相談しな

がら、また、ほかの委員会とも調整しながら実

施していくこととしたいと思いますが、御異議

ございませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○本田委員長 それでは、そのように決定をい

たします。 

 協議事項の３の県内調査についてであります。 

 資料２を再び御覧ください。 

 ７月23日から24日で県南地区、８月５日から

６日で県北地区の県内調査となっております。 

 相手先との調整の時間があまりないことから、

現時点での委員の皆様の調査先の希望について

御意見をお聞かせいただき、準備させていただ

きたいと考えております。 

 先ほど御協議いただきました調査事項を踏ま

えまして、県南調査、県北調査の調査先につき

まして、御意見等がありましたらお願いをいた

します。 

 暫時休憩いたします。 

   午前11時52分休憩 

───────────────────── 

   午後０時21分再開 

○本田委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。 

 今、県内調査だけでなく、県外調査につきま

しても御意見をいただきました。先ほどの御意

見を踏まえて、県内・県外を含めて、具体的な

調査先については正副委員長に御一任いただき

たいと存じますが、よろしいでしょうか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○本田委員長 次に、協議事項の５の次回委員

会についてであります。 

 次回の委員会につきましては、６月20日金曜

日の開催を予定しておりますが、国の在留資格

制度や県内の外国人材の状況などを調査するた

め、福岡出入国在留管理局と宮崎労働局をお招

きして意見聴取をしたいと考えておりますが、

何か御意見はありますか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○本田委員長 特に御意見、御要望がないとい

うことでございますので、正副委員長に御一任

いただきたいと存じます。よろしいでしょうか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○本田委員長 それでは、そのように正副委員

長で準備をさせていただきたいと存じます。 

 最後になりますけれど、協議事項の６のその

他でございますが、委員の皆様から何かござい

ませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○本田委員長 次回の委員会は、６月定例会中

の６月20日金曜日、午前10時からを予定してお

りますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、以上で本日の委員会を閉会いたし

ます。ありがとうございました。 

   午後０時23分閉会 
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